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  総務省は、平成１８年８月に策定した「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針」において、発生主義の活用及び複式簿記の考え方を取り入れた財務書類４表の作成及び活用

をはじめとした地方公会計制度の導入に向けた取り組みの推進について、「基準モデル」又は「総

務省方式改訂モデル」の２つの方式のいずれかにより、早期に作成に着手し公表することを地方公

共団体に要請しました。

　このため、本町においては、平成２６年度普通会計決算に基づき、総務省が示す２つの方式のう

ち「総務省方式改訂モデル」により財務書類４表を作成しました。

平成平成平成平成２６２６２６２６年度京丹波町普通会計財務書類年度京丹波町普通会計財務書類年度京丹波町普通会計財務書類年度京丹波町普通会計財務書類４４４４表表表表（（（（財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表））））についてについてについてについて

　「地方公会計制度」の財務書類は、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金

収支計算書」の４表から構成されています。

　財務状況を、資産（固定資産、流動資産）、負債（固定負債、流動負債）、資本（純資産）に分類し

て作成します。

　会計年度末時点で、住民サービスを提供するために所有する資産（土地、建物、基金など）がどれ

くらいあり、その資産形成を行うためこれまでにどのような財源（負債、純資産）で賄ってきたのかを

表す財務書類です。

　表の左側に「資産」、右側に「負債」と「純資産」が記載され、左右が必ず一致することからバランス

シートとも呼ばれます。

借方 貸方

資産

負債

純資産

行政サービスに使う資産（インフラ

資産、庁舎、学校、公園等の施設）

基金、預金等の資産

売却可能な資産、回収する資産

（貸付金、長期延滞債権等）

将来世代の負担（地方債、将来

支払う職員の退職手当、損失補

償等引当金）

これまでの世代の負担、国・県

の負担（これまでに収納した税

金、国・県からの補助金等）
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　１年間の行政活動のうち、各種サービスにどのくらいコストがかかったのかを計算し作成した表で

す。

　福祉などの資産形成に結びつかない行政サービスに要する経費（経常行政コスト）から、その行

政サービスより得られる財源収入（使用料や手数料など）を差し引いたものが純粋な行政コスト（純

経常行政コスト）となります。

　ただし、この表は企業などでいいます損益計算書の手法を取り入れてはいますものの基本的な概

念は異なっており、利益ではなくコストに着目した目的を有しているものです。

　行政コストに対し収益が小額となるため大幅な収支差額が発生している構成となりますが、これ

は、現在の行政サービスの提供における税収や地方交付税などの一般財源により賄わなければな

らないコストを示していることとなります。

　貸借対照表に計上されている純資産の額が１年間でどのように変化したかを表している表です。

　「純資産の部」は、これまでの世代が負担した部分になりますので、１年間で今までの世代が負担

してきた額がどう増減したかを示しています。

　歳計現金の出入りの情報を表した表です。

　「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」の３つの部門で構成され

ています。

　 「経常的収支の部」は、人件費や物件費、税収や手数料など通常行政サービスに関係した収支を

計上します。

　「公共資産整備収支の部」は、建設事業費用、これに伴う国や府の支出金及び地方債を計上しま

す。

　「投資・財務的収支の部」では、基金の積立や地方債の償還、基金取崩し額などを計上します。
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■■■■　　　　普通会計財務書類普通会計財務書類普通会計財務書類普通会計財務書類

　今回公表している財務諸表は、普通会計を対象として作成したものです。

（

（（

（１

１１

１）  

）  ）  

）  普通会計

普通会計普通会計

普通会計とは

とはとは
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　　　①　一般会計 　　　③　育英資金給付事業特別会計

　　　②　土地取得特別会計 　　　④　町営バス運行事業特別会計　　
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　作成基準となる日は、平成２７年３月３１日（平成２６年度末）となります。

ｌｌ

（注１）　上図において矢印で結ばれているところは、金額が一致することを意味しています。

（注２）　資金収支計算書の「期末資金残高」は、普通会計の資金収支計算書では「期末歳計現金残高」で

　　　　表示しています。

　普通会計とは、地方公共団体の財政比較のために統一的に用いられる会計のことで、本町の普

通会計は、以下の４会計で構成されています。

＋

一般財源、補助金収入

±

資産評価替え等

期首純資産残高

ｌ

ｌｌ

ｌ

純資産変動計算書

純資産変動計算書純資産変動計算書

純資産変動計算書【ＮＷＭ】

【ＮＷＭ】【ＮＷＭ】

【ＮＷＭ】

資産 負債 経常行政コスト

経常収益

資金収支計算書

資金収支計算書資金収支計算書

資金収支計算書【ＣＦ】

【ＣＦ】【ＣＦ】

【ＣＦ】

＋

期首資金残高

支出

＋

資金増減額

ｌｌ

（キャッシュフロー計算書）

収入

ｌ

　財務書類は４表から構成されていますが、それぞれ表の関係を示したものが次の表となります。

貸借対照表

貸借対照表貸借対照表

貸借対照表【ＢＳ】

【ＢＳ】【ＢＳ】

【ＢＳ】

（過去からの累積）

行政

行政行政

行政コスト

コストコスト

コスト計算書

計算書計算書

計算書【ＰＬ】

【ＰＬ】【ＰＬ】

【ＰＬ】

（単年度の収入、支出）

　ただし、平成２７年４月１日から５月３１日までの出納整理期間の収支は、基準日までに終了したも

のとみなしています。

歳計現金

歳計現金歳計現金

歳計現金

純資産

純資産純資産

純資産

期末資金残高

期末資金残高期末資金残高

期末資金残高

純経常行政

純経常行政純経常行政

純経常行政コスト

コストコスト

コスト

期末純資産残高

期末純資産残高期末純資産残高

期末純資産残高

純経常行政

純経常行政純経常行政

純経常行政コスト

コストコスト

コスト
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）　貸借対照表

貸借対照表貸借対照表

貸借対照表

１．公共資産 １．固定負債

（１）　有形固定資産 （１）　地方債

（２）　売却可能資産 （２）　退職手当引当金

２．投資等 ２．流動負債

（１）　投資及び出資金

（２）　貸付金 （２）　賞与引当金

（３）　基金等

（４）　その他

１．純資産合計

２．流動資産

（１）　現金預金

うち歳計現金

（２）　未収金

①

①①

①　

　　

　資産

資産資産

資産の

のの

の部

部部

部

（単位：千円）

　本町の資産総額は、665億192万円となっており、うち有形固定資産は総額で599億7,426万円であ

り、資産全体の90.2%を占めています。有形固定資産の内訳は、道路などの生活インフラが268億

9,033万円で全体の44.8%、教育が120億5,230万円で全体の20.1%、また農林水産業など産業振興は

110億8,086万円で全体の18.5%などとなっています。

　また、住民1人当たりの資産は、約431万円となっています。

66,501,91966,501,919

13,241,210

1,352,287

1,279,278

92,153

15,964,928

負債・純資産合計

50,536,991

負債合計

純資産の部

1,553,817

6,866

87,231

2,046,294

63,434

2,584,468

321,590

59,974,264

185,545

　現金、財政調整基金等の必要に応じてすぐに使える基金、町税等の未収金（回収

期限が到来してから1年以内のもの）などを計上しています。

流動資産

　有形固定資産は、住民サービスを提供するための資産であり、土地、建物、道路等

が該当します。「総務省方式改訂モデル」では、昭和44年以降の地方財政状況調査

の積み上げにより算出しています。売却可能資産は、有休資産や未利用資産など、

現在行政目的のために使用していない資産を表しています。

公共資産

投資等

　公社や第三セクター等への出資金や貸付金、基金、回収期限が到来してから１年

以上回収できていない債権（長期延滞債権）などの資産を計上しています。

資産の部 負債の部

資産合計

（１）　翌年度償還予定地方債
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　1年以内に支払いや返済をしなければならないものをいいます。翌年度償還予定地

方債は、翌年度に返済する予定の地方債元金を計上しています。賞与引当金は、翌

年度に支給される賞与のうち当年度に発生した部分を計上しています。

純資産 　資産と負債の差額で、これまでの世代が負担し、形成した財産を計上しています。

　負債は総額で159億6,493万円となっています。

　内訳は、固定負債である地方債が132億4,121万円で全体の82.9%、流動負債では翌年度償還予

定地方債が12億7,928万円で全体の8.0%となり、地方債全体では145億2,049万円で総額の91.0%を

占める構成となっています。負債の大部分の構成が地方債となっていますが、105億7,753万円は後

年度に基準財政需要額として交付税算定に算入される内容となっています。

　また、町民1人当たりの負債総額は約104万円であり、そのうち地方債残高に係る1人当たり額は

約94万円となっています。

固定負債

　基準日から1年より後に支払いや返済が行われる予定のものをいいます。地方債

は、翌々年度以降に償還されるものが計上されます。退職手当引当金は、職員が当

該年度末時点で退職した場合に必要となる金額を計上しています。

流動負債
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２）　

）　）　

）　行政

行政行政

行政コスト

コストコスト

コスト計算書

計算書計算書

計算書

１．人にかかるコスト

（１）　人件費

（２）　退職手当引当金繰入等

（３）　賞与引当金繰入額

２．物にかかるコスト

（１）　物件費

（２）　維持補修費

（３）　減価償却費

３．移転支出的なコスト

（１）　社会保障給付

（２）　補助金等

（３）　他会計への支出

（４）　その他

４．その他のコスト

（１）　支払利息

（２）　その他

１．使用料・手数料

２．分担金・負担金・寄附金

①

①①

①　

　　

　経常行政

経常行政経常行政

経常行政コスト

コストコスト

コスト

②

②②

②　

　　

　経常収益

経常収益経常収益

経常収益

使用料・手数料 　保育料、住宅等使用料、各種手数料等を計上しています。

分担金・負担金・寄附金 　各種受益者負担、寄附金を計上しています。

物にかかるコスト

　物件費や施設に係る維持補修費、有形固定資産の経年劣化などに伴う資産価値減

少相当額を計上しています。

移転支出的なコスト

　扶助費、補助金等、他会計等への支出など支出先に効果を生む経費を計上してい

ます。

人にかかるコスト

　人件費や翌年度支払予定の賞与のうち当年度に負担すべき額などを計上していま

す。

319,117

　本町の行政コスト計算書につきましては、純経常行政コストが95億2,298万円で、経費の内訳とし

ては人件費などの人にかかるコストが17億219万円、物件費や減価償却費などの物にかかるコスト

が33億6,751万円、社会保障や補助金などの移転支出的なコストは47億1,178万円となっています。

行政目的別では、主なものとして、福祉に係る経費が全体の24.4%を占め、続いて産業振興に係る

経費が20.6%、環境衛生に係る経費が14.2%などとなっています。経常収益については、4億1,636万

円となっています。

　また、町民1人当たりの純経常行政コストは約62万円となっています。

37,640

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益）

9,522,984

165,879

378,720

△ 8,009

909,863

1,398,698

2,084,105

1,283,448

7,471

2,076,587

経常費用

（単位：千円）

9,939,344

その他のコスト

　地方債の支払利息や、徴収不能となった町税などの回収不能見込額を計上してい

ます。

経常収益 416,360

1,500,074

109,958

92,153
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（３

３３

３）　

）　）　

）　純資産変動計算書

純資産変動計算書純資産変動計算書

純資産変動計算書

純経常行政コスト

財源調達

地方税

地方交付税

その他行政コスト

補助金受入

臨時損益

資産評価替・無償受入

その他

△ 178,544

△ 9,522,984

1,690,875

5,467,736

669,025

2,082,199

△ 514,511

（単位：千円）

期首純資産残高 50,843,195

0

　本町の期末純資産残高は、総額で505億3,699万円、町民1人当たり約328万円となっています。

資産評価替・無償受入 　資産の再評価による損益を計上しています。

期末純資産残高 50,536,991

期首純資産残高 　前年度末の純資産の額を計上しています。

純経常行政コスト 　行政コスト計算書より算定される数値を計上しています。

臨時損益

　臨時的な要因によるコストや収入であり、災害復旧事業費のほか、公共資産の売却

に伴う利益、投資損失を計上しています。
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４４

４）　

）　）　

）　資金収支計算書

資金収支計算書資金収支計算書

資金収支計算書

１．経常的収支

２．公共資産整備収支

３．投資・財務的収支

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

投資・財務的収支

　出資、貸付、基金の積み立て、借金の返済などによる支出とその財源である補助

金、借金、貸付金元金の回収などの収入を計上しています。

△ 2,520,623

△ 34,956

公共資産整備収支

　道路や学校など公共資産の整備などによる支出とその財源である補助金、借金な

どによる収入を計上しています。

356,546

321,590

　本町の資金収支計算書は、経常的な行政サービスに係る収支である経常的収支が35億1,564万

円の余剰、また、建設事業費などの固定資産整備に係る収支である公共資産整備収支が10億

2,997万円の不足、地方債償還や基金積立に係る収支である投資・財務的収支は25億2,062万円の

不足となっています。

　このことは、経常的収支の余剰（町税や地方交付税などの一般財源）によって、公共資産整備及

び投資・財務的収支を賄う運営を行っていることを示しています。

　町民1人当たりの経常的収支は約23万円の余剰となります。公共資産整備収支は約7万円、投

資・財務的収支は約16万円がそれぞれ不足したこととなっています。

経常的収支 　人件費・物件費などの支出と地方税、使用料などの収入を計上しています。

3,515,640

△ 1,029,973

（注）各財務書類の町民1人当たりの金額は平成27年3月31日現在の住民基本台帳人口15,421人で

算出しています。

（単位：千円）


